
次期介護保険制度改正に向けて厚労省での議論が進んでおります。 

 

○厚生労働省・介護保険部会（11 月 14 日） 

現在、「要介護認定」について、申請してから認定されるまで平均 38.5 日要すると長期化しています。

このことを踏まえ、厚労省から要介護認定の有効期間を 36 ヵ月から 48 ヵ月に延長することが提案されま

した。具体的には、要介護度が前回から変更がない利用者は、認定の有効期間を、48 ヵ月に延長すると示

されました。 

 

参考：厚生労働省/社会保障審議会/第 85 回介護保険部会（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_07839.html） 

 

○厚生労働省・介護給付費分科会（11 月 15 日） 

11 月 15 日に介護給付費分科会が開催され、居宅介護支援事業所の管理者要件を 2021 年度末から 27 年

度末まで延長するという厚労省の提案を大枠で認める一方、主任ケアマネジャーの質を担保する仕組みを

作る必要があるとの意見が出されました。 

3 つ目の対応案にある「不測の事態」

の解釈については、主任ケアマネが急に

退職した場合などが想定されており、来

年以降に通知や Q&A が出される予定で

す。 

また、認定調査員について、市町村が

委託する場合、認定調査員の要件を緩和

することも提案されました。 

 

 

 

 

 

参考：厚労省/社会保障審議会/第 172 回介護保険部会 

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_07850.html） 
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